Ⅱ.応募書類
（様式　１）
　
平成　　年　　月　　日
全国商店街振興組合連合会　理事長　殿
商店街振興組合
　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　　印
平成２４年度商店街実践活動事業への応募申請書
標記の事業を実施いたしたく、下記のとおり関係書類を添えて応募します。
記

１．組合等の概要
　　　　（様式２）　　　７部
２．事業計画書
　　　　（様式３）　　　７部
３．経費明細
　　　　（様式４）　　　７部
４．旅費支給明細
　　　　（様式５）　　　７部
５．添付書類
（１）直近年度の事業報告書及び決算関係書類　　　　　　　　　　　　２部
（２）定　款　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
（３）これまでの商店街実践活動事業と類似の事業内容である
場合は、これまでの事業との相違点を明確に説明した書類   ７部

 （４）県振連の推薦書（推薦書を得られない場合は、その理由書）　１部

(５)商店街パンフレット又は商店街ＰＲ写真・資料等            ７部

（様式２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等の　概要
１．補助事業申請者について
	① 事業実施組合等の名称
	

	② 組合等の所在地
	（〒　　　　　－　　　　　　）


	③ 代表者役職・氏名
（ふりがな）
	役職 ：
氏名 ：　　　　　　　　　　　　　　　　    　（　　　　　　　　   　　　　   　）


	④　電話番号/ＦＡＸ番号
	電話 ：
ＦＡＸ ：


	⑤ 商店街担当者（ふりがな）等
	氏名：　　　　　　　　　    　（　　      　　　　　　　　　　　）
担当部署 ：
連絡先電話番号 ：
メールアドレス ：


	⑥ 設立年月日
	

	⑦ 出資金額
	　　　　　　　　　　　         円

	⑧ 組合員数
	　　　　　　　　　　　         人

	⑨ 専従役職員数
	役員（役職名） ：　　　　　　  人
	職員 ：　　　　　　   　人


２．商店街の概要について
	① 行政人口（組合の認可行政庁たる県または市区）
	

	② 最寄り駅等
	最寄り駅：
最寄り駅からの距離：


	③ 商店数及び商店街の店舗構成

	合計　　　　　　            店（うち、空き店舗数：　　　　　　店）

	
	◇ 生鮮三品 （　　　　店（　　　％））　◇ 衣料品 （　　　　店（　　　％））
◇ その他小売 （　　　　店（　　　％））

	
	◇ 飲食店 （　　　　店（　　　％））　 ◇ その他サービス（　　　　店（　　　％））

	
	◇ その他 （　　　　店（　　　％））

	④ 商店街の特徴
	

	⑤ 来街者属性
（＊該当項目に■、複数選択可）
	· 高齢者中心
· 若者中心
	· 主婦中心
· 観光客中心
	· ファミリー中心
· その他（　　　　　　）

	⑥ 来街者交通手段
（＊該当項目に■、複数選択可）
	□　徒歩中心
□　自家用車中心
	□　自転車中心
□　鉄道中心
	□　バス中心
□　その他（　　　　　　　）

	⑦ 商店街を取り巻く地域の概況
	

	⑧ 商店街が抱える課題や問題について
	

	⑨ 上記⑧の課題や問題解決のために実施している現在の商店街の取組
	


（様式３）　
事 業 計 画 書
	① 事業名

	

	② 事業テーマ
	

	③ 実施しようとする補助対象事業の事業区分

	ⅰ．社会的課題への対応（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）

□　少子化・高齢化
□　安全・安心
□　地域資源活用・農商工連携
□　地域活性化(集客力向上、ＩＴ化、物流効率化等)
□　創業・人材
□　環境

	
	ⅱ．地域への貢献（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）
　　　□　被災地への支援
　　　□　その他

	
	ⅲ．地域コミュニティとの連携（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）
　　　□　被災地への支援
　　　□　その他

	④ 事業の概要
	

	⑤ 事業実施予定期間
	平成　　年　　月　　日 ～ 平成　　　年　　　月　　　日

	⑥ 事業実施場所
	

	⑦ 事業の実施体制や事業実施に当たっての連携先等
	

	⑧ 事業の効果/数値目標等

	

	⑨ 総事業費
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑩ 補助対象経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑪ 国庫補助要望額（消費税を除く）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑫ 自己負担額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑬ 国以外からの補助の有無
	補助の有無 ：　　有　　・　　無　（該当する方を○で囲む）
支援施策名 ： 

支援団体（地方自治体）名 ：
補助金額 ： 　　　　　　　　　円



（様式４）
経　費　明　細　
（単位：円）
	補助対象経費
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	国庫補助金
	 補助事業に要する経費に係る積算内訳（消費税込み）

	区分
	項　　目
	
	員数・回数等
	事業金額
	
	
	




	①謝金
	専門家謝金
	
	人
	
	
	

	②旅費
	専門家旅費
	
	人
	
	
	

	
	役職員旅費
	
	人
	
	
	

	
	小計
	
	人
	
	
	

	③庁費
	会議費
	
	―
	
	
	

	
	会場借料
	
	―
	
	
	

	
	会場設営費
	
	―
	
	
	

	
	広報費
	
	―
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	―
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	―
	
	
	

	
	備品費
	
	―
	
	
	

	
	委託費
	
	―
	
	
	

	
	雑役務費
	
	―
	
	
	

	
	　小　計
	
	―
	
	
	

	④その他
の経費
	その他の経費
	
	―
	
	
	

	①～④の合計
	
	―
	
	
	

	⑤その他補助対象外経費
	
	―
	
	
	

	総事業費（①～⑤の合計）
	
	―
	
	
	


※旅費については、様式５の旅費支給明細を個別ごとに添付。
※事業費総額が１００万円に比して相当額に上る場合、国庫補助金の列は、最も補助金の効果が期待される経費に対して要望額を記入して下さい。
（様式５）
旅費支給明細
（単位：円）
	氏　　名
	
	住　所
	　　

	出張期間
	自   年  月  日
至   年  月  日
	（日間）
　　
	(夜)
　　
	起点
終点
	　　　駅より（　　　　　　　経由）
　　　　　　　　駅まで

	用　　務
	

	請
求
金
額
の
内
容
	区　　分
	区　　　　　間
	金　　　　　　　額

	
	
	
	片道料金
	往復料金

	
	運賃
	自　　  　　至　　　　　　km
	
	

	
	
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	船賃
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	航空賃
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	特別急行料金
	自　　   　　至　　　　　 km
	
	

	
	
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	普通急行料金
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	指定席料金
	自    　　至         km
	
	

	
	　寝台料金
	自　　　　　 至　　　　　　km
	日分
	

	
	日　　　　　　当
	半日　　　　円　　　1日　     円
	 日分
	

	
	宿泊料
	　　　　　　泊　　　　　　　　　　　円
	泊分
	

	
	合　　　　　　　　　計
	


※事業計画で専門家旅費、役職員等旅費がある場合、個別に作成して下さい。
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